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研究成果の概要（和文）： 
研究の 2 つの柱（①大規模なパネルデータの設計・解析・公開、②応用ミクロ経済学の他分

野領域からの多角的かつ動学的な経済格差研究）に沿って、日本を代表する家計パネル調査
JHPS/KHPS を設計・解析し、国内外の多くの研究者に提供するとともに、5 つの研究班（労
働経済学、教育経済学、資産ストック、社会保障、財政）が多角的に経済格差のダイナミズム
を検証し、その実態や課題を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 

Using panel data collected every year on households, this project undertook multifaceted 
research on economic disparities. There are two parts of this research project. Regarding 
the first part, the design, analysis and public release of panel data set, the number of 
research projects that used the JHPS/KHPS has amounted to 1,112 during fiscal year 
2012-2016. Regarding the second part, multifaceted and dynamic research on economic 
disparities, we conducted various research from the view point of five research groups: 
Labor Economics Group; Economics of Education Group; Asset Stock Group; Social 
Security Group; and Public Finance Group. 
 
研究分野：社会科学、経済学 
キーワード：経済学、応用ミクロ経済学、経済格差、雇用、パネルデータ 
 
１．研究開始当初の背景 
 少子高齢化やグローバル化、急速な技術革
新、金融危機などの経済的ショック、大震災
などの非経済的ショックといった持続的あ
るいは劇的な環境変化が起きている中で、経
済格差に関する諸問題を動学的研究の枠組
みの中で解明することが必要となっていた。
また、エビデンスに基づく政策の重要性が高
まる中で、経済格差を公平性と効率性の双方
の観点から客観的に評価し、問題の所在や取
り得る政策対応の選択肢を提供することも、
これまで以上に経済学研究に要請されるよ
うになっていた。 
 
２．研究の目的 
 経済格差に焦点を当て、その発生メカニズ
ムと経済主体行動および市場に与える影響、
さらには再分配政策との関係について、動学
的な側面に注目しながら、家計や企業を毎年
継続して追跡調査するパネルデータを用い

て多角的に研究する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、（１）大規模パネルデータの

設計・解析・公開、（２）応用ミクロ経済学
の他分野領域からの多角的かつ動学的な経
済格差研究の 2 つを中心的な柱とし、両者を
密接に関連させながら、研究プロジェクトを
遂行する。 
 
４．研究成果 
研究の第 1の柱では、従来からあった２つ

の家計パネル調査を統合し、「日本家計パネ
ル調査（JHPS/KHPS）」とすることで、効率
的な調査の実施を可能とした。JHPS/KHPS
は 2012～2016 年度の国内外の総貸出件数が
千件を超えており、日本を代表するパネルデ
ータとして躍進した。また、ルクセンブルク
インカムスタディ (LIS)、Cross-National 
Equivalent File (CNEF)（米国）、OECD の
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ELSA にデータを提供し、世界の研究者がデ
ータを利用出来るようにした。 
第 2 の柱「応用ミクロ経済学の他分野領域

からの多角的かつ動学的な経済格差研究」で
も多くの実績を出した。研究成果の総括とし
て、2016 年 5 月にシンポジウム「日本の経
済格差のダイナミズム：パネルデータによる
実態把握」を開催し、150 名超の参加者に対
して研究成果の発表を行った。また、労働経
済学班から山本・黒田『労働時間の経済分析』
（日本経済新聞出版社、2014 年）、樋口・萩
原編著『大学への教育投資と世代間所得移
転』（勁草書房、2017 年）、教育経済学班か
ら赤林・直井・敷島編著『学力・心理・家庭
環境の経済分析』（有斐閣、2016 年）、資産
ストック班から瀬古『日本の住宅市場と家計
行動』（東京大学出版会、2014 年）を出版し
たほか、すべての研究班の研究成果を 4 分冊
の報告書にまとめた。 
 各研究班の研究として、労働経済学班では、
(1)経済格差の拡大とともに貧困の固定化が
起きていること、(2)格差是正・貧困縮小の政
策として、法定最低賃金の引き上げや職業能
力開発支援が有効であること、(3)わが国では
正規・非正規間の賃金・就業時間帯格差、時
間貧困、男女間の就業機会格差など、様々な
格差拡大がみられること、(4)労働生産性など
を検証すると、格差を犠牲にして効率性が高
まっているとはいえず、働き方の改革を進め
る必要があることなどを解明した。その結果、
わが国では様々な形態の経済格差が進行し
ており、その弊害が懸念されるため、有効な
政策対応を講じるべきであることが分かっ
た。 
教育経済学班では、(1)親の経済力と子ども

の学力との正の相関関係は、パネルデータを
用いた分析では確認できないこと、(2)子ども
の学力の親の所得階層間格差は、子どもの発
達につれ拡大すること、(3)子どもの非認知能
力の親の所得階層間格差は、子どもの年齢と
ともに拡大すること、(4)出生時体重と子ども
の発達との間に強い相関は見られず、極端に
体重の低い子どもへの教育投資額が高いこ
と、(5)家計所得・親の学歴・課外活動支出に
は低学年の時から正の相関があることなど
を解明した。その結果、教育格差と次世代の
経済格差拡大を弱めるためには、所得再分配
政策だけでは不十分であり、早い段階からの
積極的介入を視野に入れるべきであること
がわかった。 
資産ストック班では、(1)自然災害への備え

の意識は、震災後の多くの家計で高まってい
ること、(2)一方で、地震保険の加入や住居の
耐震改修に関する需要は、各家計の所得や資
産額に左右されること、(3)高空き家率地域で
は、短期間の定期借家契約において、家賃が
高くなる傾向にあること、(4)空き家が増える
と地方の若年世代の資産蓄積を遅らせるた
め、資産の地域間格差が生じる可能性がある
ことなどを解明した。以上から、日本の近年

の資産市場の変容や自然災害発生による資
産格差の拡大を是正するためには、法制度の
改正を含む抜本的な政策対応をすべきこと
がわかった。 
社会保障班と財政班では、(1)一時点におけ

る貧困状態ではなく、貧困の継続性が重要で
あること、(2)若者の貧困率が上昇する一方で、
成人後も親元に同居する若年世帯も増加し
ていること、(3)若年者が独立せず世帯規模が
大きくなることによって、若者の貧困が表面
化しなくなっていること、(4)所得の格差・集
中度は税制・社会保障制度で大きく是正され
ており、税・社会保障の再分配効果が大きく
なっていること、(5)異なる家計の税・社会保
険料負担の推計を綿密に行うことで、家計の
可処分所得が推計でき、それを用いたマイク
ロシミュレーションなどから、所得税制のあ
り方等について政策提言が行えることなど
を解明した。以上から、貧困や経済格差を正
しく捕捉ためには、パネルデータの活用が不
可欠であり、そこから政策評価・提言につな
がる研究ができるとわかった。 
これらの研究は外部からも評価され、研究

代表者の樋口美雄は 2016 年秋の「紫綬褒章」
を受章したほか、労働経済学班リーダーの山
本勲と黒田祥子は第 57 回｢日経・経済図書文
化賞｣および第 38回「労働関係図書優秀賞」、
資産ストック班リーダーの瀬古美喜は第 57
回｢日経・経済図書文化賞｣、社会保障班リー
ダーの駒村康平は 2015 年度の「生活経済学
会学会賞」を受賞した。 
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